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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第121期
第１四半期
連結累計期間

第122期
第１四半期
連結累計期間

第121期

会計期間

自　平成22年
　　　４月１日
至　平成22年
　　　６月30日

自　平成23年
　　　４月１日
至　平成23年
　　　６月30日

自　平成22年
　　　４月１日
至　平成23年
　　　３月31日

売上高 (百万円) 33,206 26,724 164,772

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △434 △1,058 4,356

当期純利益又は四半期純損失
（△）

(百万円) △1,098 △678 1,411

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △982 △571 1,854

純資産額 (百万円) 59,470 61,298 62,290

総資産額 (百万円) 172,204 151,098 169,103

１株当たり当期純利益
又は四半期純損失（△）

(円) △5.25 △3.24 6.75

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 33.9 39.9 36.2

(注)  1. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

 2. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

 3. 第121期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 4. 第121期第１四半期連結累計期間及び第122期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益については、１株当たり四半期純損失が計上されており、また潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 5. 第121期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につい

て重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度

（第121期）有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項については、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断

したものであります。

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新興国経済が引き続き拡大する一方、東日本大震災

の直接的被害に加え、福島第一原子力発電所の事故による電力供給不安等が影響し、混沌とした状況が続

いております。当建設業界におきましても政府建設投資や民間設備投資の回復には今しばらく時間を要

するものと予測され、厳しい状況が続いていくものと思われます。

　このような経営環境の中、当社グループは平成22年度を初年度とした「中期経営計画」を掲げ、経営課

題の解決に取り組んでおります。

その結果、当第１四半期連結累計期間における当社グループの売上高は、26,724百万円（前年同四半期

比19.5％減）、営業損失は854百万円（前年同四半期は営業利益163百万円）、経常損失は1,058百万円

（前年同四半期は経常損失434百万円）、四半期純損失は678百万円（前年同四半期は四半期純損失1,098

百万円）となりました。

　

当社グループのセグメントの業績は、次のとおりであります。

（国内土木事業） 

　「中期経営計画」の達成に向け、総合評価方式への対応強化、顧客ニーズに対応した提案、コストの削減

等に取り組んでおりますが、受注環境の厳しさ等の影響から、当第１四半期連結累計期間における売上高

は10,081百万円（前年同四半期比30.4％減）、セグメント損失は660百万円（前年同四半期はセグメント

利益148百万円）となりました。 

（国内建築事業） 

　官庁工事や倉庫・物流施設等の民間非住宅分野への対応強化に取り組んでおり、当第１四半期連結累計

期間における売上高は8,295百万円（前年同四半期比6.9％増）、セグメント損失は380百万円（前年同四

半期はセグメント利益103百万円）となりました。 

（海外事業） 

　海外建設市場においても受注環境は非常に厳しい状況にありますが、リスクの発生を最小限にとどめ、

今後も緩やかな拡大を目指しております。当第１四半期連結累計期間における売上高は6,957百万円（前

年同四半期比20.3％減）、セグメント利益は869百万円（前年同四半期比21.2％増）となりました。 
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（その他） 

　当第１四半期連結累計期間における売上高は1,390百万円（前年同四半期比37.6％減）、セグメント損

失は20百万円（前年同四半期はセグメント損失122百万円）となりました。 

　

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。厳しい経営環境が続いておりますが、「中期経営計画」を着実に達成し、強固な経営体質に改善すべ

くグループ一丸となって取り組んでおります。

なお、株式会社の支配に関する基本方針に関しては、次のとおりであります。

　

①基本方針の内容 

　当社は、公開会社として株式を上場し、株主、投資家の皆様による株式の自由な取引が認められている以

上、当社株式に対する大規模買付提案またはこれに類似する行為があった場合において、これに応じて当

社株式の売却を行うか否かの判断は、最終的には株主の皆様の意思に基づき行われるものであると考え

ております。

当社株式の売却を行うか否か、すなわち大規模買付提案等に応じるか否かの判断を株主の皆様に適切

に行っていただくためには、大規模買付者側から買付の条件や買収した後の経営方針、事業計画等に関す

る十分な情報提供がなされる必要があると考えます。また、当社は、その大規模買付提案に対する当社取

締役会の評価や意見、大規模買付提案に対する当社取締役会による代替案等も株主の皆様に提供しなけ

ればならないと考えます。株主の皆様には、それらを総合的に勘案したうえでご判断をいただく必要があ

ると考えます。

当社の財務及び事業の方針を決定する者は、当社の経営理念を理解し、当社を支えるステークホルダー

との信頼関係を十分に構築することができ、当社の企業価値、株主共同の利益を中長期的に向上させるこ

とのできる意思と能力を備えている必要があると考えます。

したがって、大規模買付提案にあたって当社や当社の株主に対し、提案内容に関する情報や意見、評価、

代替案作成に必要な時間を与えない大規模買付者、買付の目的及び買付後の経営方針等に鑑み、当社の企

業価値・株主共同の利益を損なうことが明白である大規模買付提案を行う買付者、買付に応じることを

株主に強要するような仕組みを有する提案等を行う大規模買付者は、当社の財務及び事業の方針を支配

する者としては適切ではないと考えています。

　このような大規模買付提案または大規模買付行為等があった場合には、当社は、法令及び定款によって

許容される限度において、企業価値や株主共同の利益を確保するために必要な措置を講じることを基本

方針とします。

　
②基本方針の実現に資する取り組み

　当社は、より多くの投資家の皆様に末永く継続して投資いただくため、当社グループの企業価値ひいて

は株主共同の利益を向上させる取組みとして、「高い技術をもって、社業の発展を図り、健全な経営によ

り社会的責任を果たす」という経営理念を掲げ、その実現のための中期経営構想を実践しております。ま

た、これらと並行して、コーポレート・ガバナンスの強化、充実に取り組んでおります。　
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③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

する取り組み

当社は、「当社株式の大規模買付行為に関する対応策」（以下、「本プラン」といいます。）を平成20

年６月27日開催の定時株主総会において株主の皆様のご承認のもと導入いたしましたが、経営環境の変

化等を勘案し、平成23年６月29日開催の当社第121回定時株主総会終結の時をもって有効期間満了により

終了とし、継続しないことを平成23年５月30日の取締役会にて決議いたしました。

なお、当社は、本プランの有効期間満了後も、当社株式に対する大規模買付提案またはこれに類似する

行為があった場合には、企業価値及び株主共同の利益の確保のため、適時適切な情報開示に努めるととも

に、その時点において適切な対応をしてまいります。

 

④基本方針に添い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を

目的とするものではないことについて

当社の中期経営構想は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させる取組として、当社の経営

理念を実現させるため実践しているものであり、まさに当社の基本方針に沿うものであります。

従いまして上記の取組は、当社の会社役員の地位の維持を目的としたものではありません。

　
（３）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費は199百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 224,946,290224,946,290
東京証券取引所
(市場第一部）
札幌証券取引所

単元株式数は1,000株であ
ります。

計 224,946,290224,946,290― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

      該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年４月１日～
平成23年６月30日

― 224,946 ― 18,976 ― 4,744

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載を

しております。

① 【発行済株式】

(平成23年３月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 15,131,000
(相互保有株式)
普通株式 1,006,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 208,175,000 208,175 ―

単元未満株式 普通株式 634,290 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 224,946,290 ― ―

総株主の議決権 ― 208,175 ―

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議

決権１個）含まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、鶴見臨港鉄道株式会社所有の相互保有株式730株、当社所有の自己

株式785株が含まれております。

　
② 【自己株式等】

(平成23年３月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東亜建設工業株式会社

東京都新宿区西新宿
三丁目７番１号

15,131,000― 15,131,0006.73

(相互保有株式)
鶴見臨港鉄道株式会社

神奈川県横浜市鶴見区豊岡町
18番１号

1,006,000 ― 1,006,0000.45

計 ― 16,137,000― 16,137,0007.18

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間の役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号）に準じて記載し

ております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年４月１日

から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 40,201 40,991

受取手形・完成工事未収入金等 56,577 39,793

未成工事支出金等 3,735 5,941

販売用不動産 5,319 5,259

その他 17,580 14,228

貸倒引当金 △327 △222

流動資産合計 123,087 105,991

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 5,477 5,392

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 4,847 3,868

土地 19,746 19,724

その他 438 599

有形固定資産合計 30,509 29,584

無形固定資産 436 578

投資その他の資産

投資有価証券 10,083 10,075

その他 5,953 5,821

貸倒引当金 △967 △953

投資その他の資産合計 15,069 14,943

固定資産合計 46,015 45,106

資産合計 169,103 151,098

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 44,588 33,624

短期借入金 ※１
 21,148

※１
 20,161

未成工事受入金 4,476 5,037

完成工事補償引当金 373 370

工事損失引当金 1,792 1,350

その他 17,282 12,329

流動負債合計 89,661 72,874

固定負債

長期借入金 9,168 8,599

再評価に係る繰延税金負債 3,387 3,386

退職給付引当金 2,730 2,799

役員退職慰労引当金 69 55

その他 1,796 2,084

固定負債合計 17,151 16,924

負債合計 106,813 89,799
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 18,976 18,976

資本剰余金 18,065 18,065

利益剰余金 23,654 22,560

自己株式 △1,973 △1,974

株主資本合計 58,723 57,629

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 366 446

繰延ヘッジ損益 △62 △40

土地再評価差額金 2,192 2,190

その他の包括利益累計額合計 2,496 2,596

少数株主持分 1,070 1,073

純資産合計 62,290 61,298

負債純資産合計 169,103 151,098
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 33,206 26,724

売上原価 30,554 25,127

売上総利益 2,651 1,596

販売費及び一般管理費 2,487 2,450

営業利益又は営業損失（△） 163 △854

営業外収益

受取利息 24 19

受取配当金 243 127

負ののれん償却額 19 11

その他 47 27

営業外収益合計 335 185

営業外費用

支払利息 170 147

為替差損 694 217

その他 68 24

営業外費用合計 933 389

経常損失（△） △434 △1,058

特別利益

貸倒引当金戻入額 140 －

固定資産売却益 11 150

その他 31 25

特別利益合計 183 175

特別損失

減損損失 97 22

投資有価証券評価損 1,058 55

東日本大震災関連損失 － 109

その他 115 7

特別損失合計 1,272 194

税金等調整前四半期純損失（△） △1,522 △1,076

法人税、住民税及び事業税 80 45

法人税等調整額 △509 △449

法人税等合計 △429 △403

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,093 △673

少数株主利益 5 4

四半期純損失（△） △1,098 △678
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,093 △673

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 95 79

繰延ヘッジ損益 14 21

その他の包括利益合計 110 101

四半期包括利益 △982 △571

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △987 △576

少数株主に係る四半期包括利益 5 4
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

　

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

１　偶発債務

　　　連結会社以外の会社等の金融機関からの借入等に対

し、債務保証を行っております。

当社従業員(銀行借入保証) 32百万円

全国漁港・漁村振興漁業協同組
合連合会(借入保証)

565　

その他１件 212　
計 810　
 

１　偶発債務

　　　連結会社以外の会社等の金融機関からの借入等に対

し、債務保証を行っております。

当社従業員(銀行借入保証) 33百万円

全国漁港・漁村振興漁業協同組
合連合会(借入保証)

565　

その他１件 212　
計 811　
 

２　※１　提出会社は運転資金の効率的な調達を行うた

め、取引銀行７行とコミットメントライン(特定融資

枠)契約を締結しております。

コミットメントライン契約の総額 20,000百万円

借入実行残高 ─

差引額 20,000

 

２　※１　提出会社は運転資金の効率的な調達を行うた

め、取引銀行７行とコミットメントライン(特定融資

枠)契約を締結しております。

コミットメントライン契約の総額 20,000百万円

借入実行残高 ─

差引額 20,000

 

　

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)及び負ののれんの

償却額は、次のとおりであります。
前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

　

減価償却費 549百万円

負ののれんの償却額 19

　

　

減価償却費 480百万円

負ののれんの償却額 11

　

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日　至 平成22年６月30日）

　　　配当に関する事項

　　　　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 419 2 平成22年３月31日平成22年６月30日

　
当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日　至 平成23年６月30日）

　　　配当に関する事項

　　　　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 419 2 平成23年３月31日平成23年６月30日

　
(セグメント情報等)

【セグメント情報】
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前第１四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

　  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円）

　

報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期　連
結損益計
算書　計上
額
(注３)

国内土木　
事業

国内建築
事業

海外事業 計

　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する売上高14,4907,7638,72630,9792,22633,206 ― 33,206

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― 6 ― 6 3,3073,314△3,314 ―

　計 14,4907,7698,72630,9855,53436,520△3,31433,206

　セグメント利益又は損失(△)　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

148 103 717 969 △122 846 △682 163

（注）１．　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、建設機械の製造

・販売及び修理事業等を含んでおります。

２．　セグメント利益の調整額△682百万円には、セグメント間取引消去9百万円及び各報告セグメントに帰属

しない一般管理費△692百万円が含まれております。

３．　セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

　  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円）

　

報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期　連
結損益計
算書　計上
額
(注３)

国内土木　
事業

国内建築
事業

海外事業 計

　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する売上高10,0818,2956,95725,3341,39026,724 ─ 26,724

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

187 ─ ─ 187 3,8654,053△4,053 ─

　計 10,2688,2956,95725,5215,25630,777△4,05326,724

　セグメント利益又は損失(△)　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

△660 △380 869 △172 △20 △192 △662 △854

（注）１．　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、建設機械の製造

・販売及び修理事業等を含んでおります。

２．　セグメント損失の調整額△662百万円には、セグメント間取引消去△112百万円及び各報告セグメントに

帰属しない一般管理費△549百万円が含まれております。

３．　セグメント損失は四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
  至　平成23年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額(円) 5.25 3.24

（算定上の基礎） 　 　

四半期純損失金額(百万円) 1,098 678

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額(百万円) 1,098 678

普通株式の期中平均株式数(千株) 209,285 209,130

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額が計上されており、また潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

当第１四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

（鶴見臨港鉄道株式会社の完全子会社化に関する株式交換契約締結）

当社と当社連結子会社の鶴見臨港鉄道株式会社は、平成23年８月８日開催のそれぞれの取締役会において、当

社を完全親会社、鶴見臨港鉄道株式会社を完全子会社とする株式交換（以下、「本株式交換」という）を行うこ

とを決議し、同日付で株式交換契約を締結いたしました。

 
　①株式交換の目的

鶴見臨港鉄道株式会社は、鶴見駅周辺における不動産の賃貸事業を行っており、鶴見臨港鉄道株式会社を当社

の完全子会社とすることにより、当社および当社グループの不動産事業にかかわる人材や経営資源を効率的に

運用することが可能となり、当社グループの収益力の拡大に寄与するものと考えております。

 
　②株式交換契約の概要

鶴見臨港鉄道株式会社の普通株式１株に対して、当社の普通株式34株を割当て交付いたします。なお、交付す

る株式は当社が保有する自己株式を充当する予定であり、新株式の発行は行わない予定です。

本株式交換は、当社においては会社法第796条第３項の規定に基づく簡易株式交換の手続きにより本株式交換

契約について株主総会による承認を受けずに、また、鶴見臨港鉄道株式会社においては平成23年９月20日開催予

定の臨時株主総会の決議による承認を受け、平成23年11月１日を効力発生日として行う予定です。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月９日

東亜建設工業株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　原　　　　一　　浩　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　種　村　　　　　隆　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東亜

建設工業株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半

期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな

い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。
　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施

される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続

である。　

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。　
　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東亜建設工業株式会社及び連結子会社の平成

23年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管している。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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